
小山市における地域公共交通改善のための基盤整備検討調査

【別紙2】調査成果の報告のポンチ絵 【実施主体名：栃木県小山市】

○ （調査の背景・目的）本市ではまちなか居住推進事業などを展開し、国民人口が減少するなかにあっても小山市
の人口は増加し続けている。しかし、今後、全国的な高齢化社会の加速が予想され、国が新たに打ち出した‘地
方創生’と連動して持続的に人と企業を呼び込むためには、快適な市民生活のためのまちづくりと持続的発展を
支える総合的な交通体系を一体的に推進することが急務である。
そのため、平成16年に策定した小山市総合都市交通計画に示された各交通手段の計画を踏まえながら、より一層
まちづくりとの連携を高めて短期的・集中的に対応すべきまちづくり交通の課題や交通体系を整理した上で、そ
の実現のための具体的施策を推進するために、小山市まちづくり総合交通戦略を策定する。

（調査の手順）

基盤整備の見込み・方向性
平成27年度は｢(仮称)まちづくりと新交通

の導入に関する検討委員会」等を設置し、
市民の機運醸成や関係機関との協議・調整
を図りながら、沿線まちづくり構想の検討
と平行して、高岳引込線を使った新交通シ
ステムの導入可能性調査や需要予測・導入
効果を検討して基本計画を策定する。
平成28年、29年度は、沿線まちづくり
計画の検討と平行し、関係各所との調整や
各種手続き、計画認定、基本設計を行い、
計画合意を得て認可取得、実施設計を行う。

調査成果

■まちづくり・交通の課題
○人口増加･定住化を促す魅力あるまちづくりの推進
○まちの「顔」としての中心市街地の魅力向上
○高齢化社会を支える生活･移動環境の構築
○環境問題に対応した都市や交通のシステム転換
○自動車交通依存からの脱却(公共交通の利用促進)

■戦略の理念と基本方針

□理念（案）：公共交通をかしこく利用して住み続けられるまち小山

□基本方針１：都市機能の集約と交通体系の再編の連携による定住できる街

□基本方針２：自動車を持たない人も安心･快適に移動できる交通環境の構築

□基本方針３：小山の街の魅力と活力を高める交通体系の確立

小山市全体の人口は増加傾向だが、郊外部で人口減少や高齢化が進行していることや中心拠点としてのＪＲ小山駅周辺の魅力の維
持・向上が求められていること、自動車利用が中心だが高齢者等は公共交通の充実を求めていることなどの現状を踏まえ、まちづく
り・交通の課題を抽出した。また、抽出した課題と第６次小山市総合計画や小山市都市計画マスタープラン等の上位関連計画を踏ま
え、交通戦略の理念と基本方針等を定めた。

今後の課題
今後は、新交通システムの導入に向けて、
路線や導入空間、車両システム、運行ダイ
ヤ等の施設・運行計画や事業・運営の主体
や組織形態等の事業の枠組みを検討する必
要がある。
また、概算事業費や導入効果を検討し、
事業評価を行うとともに、利用促進の方針
検討や関係者との合意形成が必要である。

交通戦略の方向性として、公共交通を中心にした拠点間を結ぶ交通サービス等を提供し、多極ネットワーク型コンパクトシティを目
指すことを定めた。具体的な戦略としては、バスに加えて鉄軌道の既存ストックである『JR 宇都宮線・JR 水戸線・JR 両毛線』と
『高岳引込線』を活かして、都市内交通の充実を図ることとした。また、これらの公共交通を連携し、自転車や道路、結節点の整備
を組み合わせて交通ネットワークを形成することとした。さらに、まちづくり施策と交通施策を一体的なプログラムとして定め、
「（仮称）まちづくりと新交通の導入に関する検討委員会」を設置してPDCAサイクルで着実に事業推進する仕組みを定めた。

まちづくり・交通の現状と課題の把握

将来目標の設定
・上位関連計画の整理
・戦略の理念と基本方針等の設定

交通戦略の作成
（公共交通（鉄軌道、バス）、

自転車、道路、結節点）
・施策の方向
・実施事業

事業推進に向けての検討
・交通・まちづくりのプログラム
・交通・まちづくりの仕組みとプロセス
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官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援調査

調査

主体
栃木県小山市

対象

地域
栃木県小山市

対象となる

基盤整備分野
街路

掲載

１．調査の背景と目的

本市では、モータリゼーションの進展や郊外型大規模小売店舗の立地など都市機能の拡

大傾向が続くものの、中心市街地の人口減少や都心部における空洞化に歯止めを掛ける街

なか居住の施策や、高齢化率が増加するなかでも高齢者への交流の場づくりなど外出機会

増加策や、土地利用の郊外化に伴う自動車交通の一層進展するなかでも環境や交通弱者に

やさしい公共交通利用促進策を推進しています。

こうした中、本市では、「第６次小山市総合計画」の基本計画において示した“住みたい・

住み続けられる人と企業を呼び込むプロジェクト”の実現を目指して、市街地再開発事業

などのまちなか居住推進事業や、粟宮新都心構想、農住まちづくり構想などを展開し、国

民人口が減少するなかにあっても小山市の人口は増加し続けています。

しかし、今後、全国的な高齢化社会の加速が予想され、国が新たに打ち出した‘地方創

生’と連動して持続的に人と企業を呼び込むためには、快適な市民生活のためのまちづく

りと持続的発展を支える総合的な交通体系を一体的に推進することが急務となります。

そのため、平成 16 年に策定した小山市総合都市交通計画に示された各交通手段の計画を踏

まえながら、より一層まちづくりとの連携を高めて短期的・集中的に対応すべきまちづく

り交通の課題を検討し、本市の交通体系として整理したうえで、その実現のための具体的

な施策を推進するために、小山市まちづくり総合交通戦略を策定するに至りました。

２．調査内容

（1）調査の概要と手順

①交通の現状と課題の把握

既存資料の収集等を行い、現状と課題を抽出する。

②将来目標の設定

上位計画や関連する計画を把握したうえで将来目標を設定する。

③総合交通戦略の策定

対象区域の設定や新交通システムの導入も踏まえた展開施設や、関連施設の検討を

行う。

④事業推進に向けての検討

事業実施のためのプログラムや推進するための体制を検討する。

調査成果報告書 【様式５】
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（2）調査結果

①まちづくり・交通の現状と課題の把握

本市のまちづくり・交通をとりまく現状を以下のように整理しました。

■まちづくり・交通の現状

○小山市の概要

・市全体の人口は増加傾向。

・郊外部で人口減少や高齢化が進行。

・医療施設は市街地に集中、工業団地は郊外部に立地。

・市街地と郊外の田園・自然環境が調和した集約型のまちづくりを指向。

・中心拠点としてのＪＲ小山駅周辺の魅力の維持・向上が政策課題。

・市民は歩行者の安全性や便利な生活のための交通環境を求めている。高齢者

は特に医療の利便性や自然環境との調和、公共交通が充実したまちを求めて

いる。

○まちづくりの状況

・鉄道駅を中心とした市街地、郊外部の各々で定住や活性化を目指し、ハード・

ソフトの組合せによる様々なまちづくり施策が展開している。

○交通の状況

・自動車保有率は増加傾向、代表交通手段も自動車が 6 割と最多。

・バス利用は増加傾向。

・まちの中心部の吸引力向上に向けた新交通ｼｽﾃﾑ導入が検討中。

・歩行者・自転車の通行空間整備が進められている。

■まちづくり・交通の課題

まちづくり・交通の現状を踏まえ、以下の五つの課題を抽出しました。

○人口増加･定住化を促す魅力あるまちづくりの推進

○まちの「顔」としての中心市街地の魅力向上

○高齢化社会を支える生活･移動環境の構築

○環境問題に対応した都市や交通のシステム転換

○自動車交通依存からの脱却(公共交通の利用促進)

②将来目標の設定

■上位・関連計画の概要

第６次小山市総合計画や小山市都市計画マスタープランをはじめ、本市の交通

分野の基本となる小山市総合都市交通計画では、自動車に依存しなくても快適な

交通環境やまちづくりを実現する交通体系の構築を目指し、市全域をカバーする

コミュニティバスやデマンドバスの運行、小山駅・間々田駅等の駅前広場や自由

通路の整備、駅周辺の歩道のバリアフリー化や駐輪・駐車場の整備等を行うなど、

鉄道やバスなどの公共交通や歩行者・自転車交通、自動車などの交通手段の役割

分担に配慮した様々な取り組みを実行してきました。

このように、特定の交通手段や個別の拠点においては一定の成果を挙げてきま

したが、今後の社会経済状況の変化や本市のまちづくり動向、後述する市民ニー

ズ等を踏まえ、より一層まちづくりとの連携を高めながら、引き続き以下の交通

課題を総合的・一体的に解決していくことが必要な状況です。

〈交通体系の課題〉

○鉄道に関する長期的な課題について

・高岳引込み線の有効活用
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・結節点の整備

○公共交通利用促進方策について

・新たなバスサービス施策の具体的な推進

・鉄道利用の利便性向上

○歩行者・自転車交通計画について

○駐車場整備計画について

○市内道路網整備基本計画について

○個々の計画の全体的な推進

■戦略の理念と基本方針

まちづくり・交通の課題や上位関連計画等を踏まえて、交通戦略の理念と基本

方針を定めました。

□理念(案) 公共交通をかしこく利用して住み続けられるまち小山

□基本方針１ 都市機能の集約と交通体系の再編の連携による定住できる街

□基本方針２ 自動車を持たない人も安心･快適に移動できる交通環境の構築

□基本方針３ 小山の街の魅力と活力を高める交通体系の確立

■都市構造

人口減少・超高齢化社会を迎えるにあたり、市街地が低密度に広がれば、一定

の人口密度により支えられてきた「医療・福祉・子育て支援・商業などの生活サ

ービスの提供が困難」になり、「交流・賑わい・文化・都市の顔などが消失」し、

「自動車の運転ができない高齢者等が不自由な生活」をおくり、集積のメリット

が失われることにより「インフラだけでなく都市経営コストが増大し財政構造の

悪化」を招くことから、生活サービス機能を中心拠点や生活拠点に集約化し効率

的に提供できるように長期的に都市構造をコンパクト化し、その周辺や公共交通

沿線への居住を誘導することにより生活サービスやコミュニティを持続的に確保

することが必要です。
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③交通戦略

そこで、公共交通を中心にした多様な交通手段の組み合わせにより、拠点間を結

ぶ交通サービス等を提供し、多極ネットワーク型コンパクトシティを目指すことを

交通戦略の方向性とします。

化区

度 持

長期の姿

（２０～３０年後）
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具体的な戦略としては、現在、『市の中心部と拠点間などを結ぶ都市内交通』は

バスが主で、状況の変化に対する柔軟な対応で再編や新たな拠点を連絡するよう

な活用促進を行っていますが、今後は、バスに加えて鉄軌道の輸送能力が優れる

ことや定時性と呼ばれる他の交通に影響を受けないことなどの優位性を活かし、

更には社会資本の老朽化の急速な進展への対応を図るため、鉄軌道の既存ストッ

クである『JR 宇都宮線・JR 水戸線・JR 両毛線』と『高岳引込線』を活かして、

前者については新駅設置により駅間距離を短縮し、後者については貨物専用鉄道

を旅客化することにより、都市内交通の充実を図ることとします。『JR3 線は新駅

構想と調整・連携して中長期的に都市内交通の可能性を継続検討する』とし、『高

岳引込線については市庁内において具体的な検討を重ねてきたことや想定される

ルート上の小山駅東口周辺まちづくり（小山駅東口北側周辺開発構想）との調整

が必要になり最優先で検討を進める必要がある』ことから、『短期で活用検討を進

める施策』とします。

〈鉄軌道〉

〈バス〉
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また、交通の「戦略」として短・中期で行う施策は、『多極ネットワーク型コン

パクトシティ』の実現をするためには、公共交通を中心とした多様な交通手段の

組み合わせにより交通サービスを提供することも重要で、歩いて楽しく健康に暮

らせるような拠点内の『歩道整備』や都市内と観光拠点等のネットワークを充実

させる『自転車道整備』、広域・都市間の連絡と中心部への通過交通による渋滞を

緩和させるための環状機能などの『幹線道路整備』、複数の交通手段を接続・連絡

する機能強化として周辺部においてサイクル＆バスライドなどの駐輪場や駐車場

などの『結節点整備』などを実施します。
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さらに、交通施策と連携したまちづくりの「戦略」として短・中期で行う施策

は、「街なか居住の推進（小山駅西・東口再開発）」「街なか賑わい拠点の創出」「中

心市街地 TMO 事業」「小山駅東口周辺まちづくり」「白鷗大学新キャンパス」「新

交通沿線の開発検討」「サテライトキャンパス」「スマートコミュニティ」「スマー

トウエルネスシティ」「市街地整備（思川西部区画整理）」「粟宮新都心整備」「喜

沢新都市整備」「思川駅周辺開発」などを実施します。
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④事業推進に向けての検討

■交通・まちづくりのプログラム

「戦略」を交通とまちづくりの総合的なマネジメントとして、一体的なプログラ

ムとして以下のようにまとめました。

戦略策定

平成25年度まで 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 平成３２年

完了

検討

検討

検討

25,000 21,000

検討

検討

検討

検討

施策内容
短期 中期

実施主体
平成３３～３６年

ま
ち
づ
く
り
施
策

中

心
市

街
地

の
求

心
力
向

上

街なか居住

駅東口（駅東通り一丁目第一地区）市街地再開発
組合

駅西口（城山町三丁目第一地区）市街地再開発

組合

駅西口（城山町三二丁目第二地区）市街地再開発
組合

駅西口（城山町三丁目駅前地区）市街地再開発

組合

駅西口（城山町二丁目第一地区）市街地再開発

組合

建設促進・土地利用促進・土地共同化支援
市

街なか賑わい拠点（まちの駅）
市

中心市街地ＴＭО事業（情報発信・市民によるまちづくり活動）
商工会議所

小山駅東口周辺整備（JR貨物構想）
JR貨物

白鷗大学新キャンパス
白鷗大学

新交通沿線の開発検討
民間

サテライトキャンパス
小山高専・市・企業

健

康

増

進

・

環

境

配

慮

スマートコミュニティ
民間

スマートウエルネスシティ
民間

郊

外

部

の

拠

点

機

能

市街地整備（思川西部区画整理）
組合

粟宮新都心整備
市・民間

喜沢新都市整備
市

田

園

集

落

の

活

力

維

持

思川駅周辺開発
市

地区まちづくり研究会・推進団体
市

交

通
施
策

公
共

交
通

鉄軌道

高岳引込線を活用した新交通システムの検討

第三セクター（未定）

新駅の設置検討
ＪＲ

完了

完了

完了

検討

交

通
施
策

公
共

交

通

バス

バス交通の再編(コミュニティバス)
市

　①羽川線
市

　②間々田線
市

　③高岳線
市

　④城東中久喜線
市

　⑤土塔平成通り線
市

　⑥大谷中央線
市

　⑦思川線
市

　⑧道の駅線
市

　⑨市民病院線
市

　⑨市民病院線　新ルート 検討

　⑩間々田東西線
市

　⑪小山駅東循環
関東バス

デマンド交通の充実
市

バス停オーナー(路線バス沿線)
市

自

転
車

自転車道整備

市
市

県
県

道

路

等

幹線道路整備 重点整備路線
市

交通安全対策 市内全域

結

節

点

結節点の整備・検討

小山駅
市

間々田駅
市

思川駅
市

新駅周辺
市

サイクル＆バスライド 路線バス沿線１５箇所
市

バリアフリー（歩道）

市
市

県
県

駐輪場

小山駅東口
市

思川駅北口
市

駐車場 小山駅東口
民

検討

必
要
に
応
じ
再
編
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■交通・まちづくりの仕組みとプロセス

〈推進体制〉

交通・まちづくりのプロクラムの推進にあたっては、小山市内部の調整や連携

はもとより、市民や企業、交通事業者や関係行政機関との連携を一層強化し、協

働で取り組む必要があります。

そのため、学識経験者や市民、交通事業者、関係団体、行政関係者で構成され

る「(仮称)まちづくりと新交通の導入に関する検討委員会」を設置し、「小山市

地域公共交通会議」と連携しながら、関係者が一丸となって戦略に基づく施策の

推進を図ります。

〈進行管理〉

「(仮称)まちづくりと新交通の導入に関する検討委員会」は、計画（Plan）、

実行（Do）、点検・評価（Check）、改善見直し（Action）、によるＰＤＣＡサイク

ルにより、戦略指標等を活用して戦略の進行状況を確認するとともに、目標達成

や事業の進行状況を踏まえて必要に応じて施策等を見直すこととします。

・まちなかの混雑時平均旅行速度増加目標（指標）  ・公共交通（バス）利用者増加目標（指標）

・交通利便性向上の目標（指標）         ・CO2 削減目標（指標）

関係

行政機関

小山市

市民

・企業

(仮称)まちづくりと新交通の

導入に関する検討委員会

・計画の進行管理

・施策の推進

小山市

地域公共

交通会議

連携強化

戦略の推進サイクル 上位計画

「総合計画」、「都市計画マスター

プラン」等

「総合計画」、「都市計画マスター

プラン」等の見直し
調整・連携

Plan 戦略の策定

Do 施策の実施

Check 点検・評価

Action 見直し

現況値 目標値（平成 32 年）

小山結城線における

混雑区間の平均旅行速度

17.8km/h※

小山結城線における

混雑区間の平均旅行速度

21.0km/h 以上

※ Ｈ 22 道 路 交 通 セ ン サ ス

現況値 目標値（平成 32 年）

交通利便性の満足度

18.8％（平成 14 年）

交通利便性の満足度

20％以上（平成 32 年）

通勤・通学時間の満足度

21.7％（平成 14 年）

通勤・通学時間の満足度

22％以上（平成 32 年）

※小山市都市計画マスタープラン策定時の市民まちづくりアンケート調査（平成 24 年度）

現況値 目標値（平成 32 年）

市内バス等の利用者数

５２７，０００人／年

市内バス等の利用者数

５８４，０００人／年

現況値 目標値（平成 32 年）

自動車交通による排出量

１５．４万 t-CO2/年（平成 26

年）

自動車交通による排出量

１４．６万 t-CO2/年

※ 国 に 準 じ て 19 90 年 (平 成 2 年 )比 で 2 020 年 (平 成 3 2 年 )ま で に 25 %削 減
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⑤LRT 導入に向けての概略検討

小山市が抱える貴重な都市ストックである民間所有の高岳引込線を官民連携によ

り有効活用して新交通システムを導入する施策は、小山市まちづくり総合交通戦略

の理念と基本方針に合致するものです。

また、高岳引込線を活用した新交通システムは、利便性が高く環境負担の少ない

目指すべきコンパクトな都市構造を支えるネットワークの根幹を成すものですが、

交通関連の施策のうち、唯一、対外的な検討の場が無い状態です。

さらに、高岳引込線を活用した新交通システムは、人と環境にやさしいコンパク

トな交通・まちづくりの取組みを市内の他地区に波及させる先導的役割や、取組み

のメッセージを市外に発信する役割を担うことが期待されますが、一方で、資金調

達やまちづくりとの連携、地域の同意、関係機関との調整など、今後の検討事項（課

題）も多岐に渡ります。

そこで、今後、高岳引込線を活用した新交通システムの導入に向けての概略ルー

トや沿線まちづくりと連携した事業メニュー等について検討を行った。

税収の増加

沿線の居住者や企業の増加に伴

い、市の税収増が期待される。

雇用の増大

沿線の企業イメージの向上や
新たな企業の進出により、沿線
就業者数の増加が期待される。

中心市街地

工場

住宅

東
光
高
岳

新
交
通
シ
ス
テ
ム

中心市街地の活性化

街なかに歩行者が増えて

回遊性や賑わいが創出。

まちのシンボル

小山市の顔にふさわしい

明瞭でデザイン性のある

インフラにより魅力ある

都市空間が創出。

環境負荷の軽減

自動車利用からの転換により、

二酸化炭素などが削減される。

スマートコミュニティの実現

工場廃熱や太陽光等を利用した再生可

能エネルギーの電力網に新交通システ

ムを組込むことで地域全体の安定した

電力供給や電力量の削減が期待。

地域分断の緩和

停留所の設置等で

線路を横断可能な

場所が増える。

産業の振興

交通利便性が向上す

ることで工業団地の

産業支援につながる。

求心

波及

市街地外縁の

田園や緑の保存

沿線に都市機能を集約して

外縁の田園や緑を保存する。

沿線居住の増進

中心市街地に近接する恵まれた立地

環境を活かした沿線居住の促進。

市街化調整区域

の田園等

高齢者等の移動補償

外出機会増・健康増進

高齢者や子供、障がい

者持等の車を運転で

きない交通弱者も街

なかを行き来できる。

。

沿線まちづくりの誘発

沿線の住宅や商業・業務

施設の開発等が期待。

移動利便性の向上

移動の定時性が確保さ

れ、通勤・通学や通院、

買い物などが便利にな

る。

小山高専

街なか居住の促進

中心市街地の街なか居住の促進。
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３．基盤整備の見込み・方向性

小山市が抱える貴重な都市ストックである民間所有の高岳引込線を官民連携により有効

活用して新交通システムを導入する施策は、『多極ネットワーク型コンパクトシティの実

現』、『公共交通の促進』、『限られた財源の中で鉄軌道の「既存ストック」を活用した都市

内交通の充実』の点から、理念や基本方針に合致するもので、人と環境にやさしいコンパ

クトな交通・まちづくりの取組みを市内各地に波及させる先導的役割や、取組のメッセー

ジを市外に発信する役割を担うことが期待されますが、資金調達や地域の同意、関係機関

との調整など、今後の検討課題も多岐に渡るため、今後、高岳引込線を活用した新交通シ

ステムの導入に向けた検討の方向性を以下にまとめました。

※下線は H27 年度に実施
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４．今後の課題

①新交通システムの計画づくりの基本的な考え方

新交通システムの導入による効果が得られるように、以下の課題について引き続き

検討する必要があります。

施設･運行計画

 路線(ルート)、停留所などの路線計画

 車両が通行する幅員構成などの導入空間

 車両・システム

 都市環境に配慮したデザイン

 車両基地 等

 他の交通手段との連携（JR やバスとの乗り換え、パークアンドライド駐輪･

駐車場）

 運行計画（ダイヤ）

事業の枠組み

 事業主体（施設や車両等の整備および運営･運行）

 運営主体の組織形態（民間、第 3 セクター、公共など）、資金計画（国の補助、

地方債、一般財源、官民連携など）等

②新交通システムの検討の進め方

導入可能性調査

 地元住民等による勉強会や市民アンケート調査、及び沿線の企業への聞き取

り調査等を通じて、計画地での交通課題や新交通システムの必要性に関する

ニーズを把握します。

沿線まちづくり構想･計画の検討

 新交通システム沿線の土地利用は将来どのような姿が望ましいのかを検討す

るとともに、沿線の低未利用地等に居住や工業･商業等の都市機能をどのよう

に整備･誘導していくかについて、市としての方針を検討します。

 また、沿線の住民や工場、小山高専等との連携により、平常時のエネルギー

使用の最適化や災害時の電力供給、新交通システムへの電源供給などを視野

に入れ、地域のエネルギーを創り、蓄え、賢く使うスマートコミュニティの

検討も進めます。

需要予測、概算事業費の検討、事業採算性の検討

 新交通システムが導入された場合に、どれくらいの利用が見込めるのか需要

予測を行い、運賃収入の試算を行い、収入計画を検討します。

 一方で、新交通システムの整備や運営、維持･管理に必要な事業費を検討し、

支出計画を検討します。

 これらの結果から、事業の収支分析を行い、事業採算性を評価します。

導入効果の検討

 効果の検討にあたっては、運賃収入や交通面の直接効果だけでなく、定住促

進や健康増進･環境配慮、交流拡大等のまちづくり面の間接効果を含めた多面

的な効果を事業全体がもたらす効果として総合的に把握・評価することが望

まれます。
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 効果については、数値に換算できる効果は定量的に評価し、また、数値換算

できない効果については、定性的に評価し、両者を加味して総合評価します。

事業評価

 公的負担を伴う行政の事業としての実現化の可否を判断するためには、新交

通システムの整備や運営、維持･管理費に見合う運賃収入が得られるかどうか

の事業採算性だけでなく、交通面とまちづくり面の多面的な整備効果を加味

して、整備や運営、維持･管理費等の費用と発現効果に基づく便益とを比較し

た上で、政策として実施すべきかの総合的評価や判断を行うことが重要です。

事業評価のイメージ

利用促進策の検討

 新交通システムの導入効果を高めるためには、沿線地区での市街地開発等に

よる需要の創出や、運賃割引、広告、イベント列車などの賑わいづくりの仕

掛けなどによる需要の喚起など、利用促進策についても検討する必要があり

ます。

関係者との合意形成

 これらの検討にあたっては、沿線住民や企業、学校などの交通サービスを享

受する関係者との連携して、新交通システムの導入に期待する効果の内容、

利用促進策等に取り組むことが重要です。

 また、計画にあたっては、高岳引込線の所有者や道路管理者･交通管理者･事

業者など関係機関との協議・調整が必要になります。

 さらに、検討の経過や期待される効果について、市民への周知（情報提供、

社会実験など）が必要となります。

整備費

交通面
の効果

まちづくり面
の効果

運賃収入

費 用 便 益

運営費

比較評価

ど
こ
ま
で
含
め
る
か
も
検
討


